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地方独立行政法人三重県立総合医療センター 

第三期中期計画（案） 

 

前 文 

地方独立行政法人三重県立総合医療センターは、第三期中期目標に定められ
た政策医療等を第二期中期計画に引き続き実施し、地域医療構想を含む三重県
医療計画との整合性を図りながら、医療の質の一層の向上に取り組むものとす
る。 
また、高度急性期、急性期病棟の体制を維持し、紹介患者及び救急患者の受

入れの増加に努めるなど経営基盤の強化を図るとともに、働き方改革に応じた
勤務環境の向上やコンプライアンスの徹底を図りながら医療人材の育成に努
めるものとする。 

さらに、施設の長寿命化に取り組むなど適切な施設管理に努め、新たな感染
症や大規模災害の発生時においても医療提供体制を堅持できるよう取り組む
ものとする。 

このため、第三期中期計画を策定し、着実に計画を実施する。 
 

第１ 中期計画の期間 

令和４年４月１日から令和９年３月３１日までの５年間とする。 

 

 

第２ 県民に提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成す

るためとるべき措置 

 

１ 医療の提供 

  三重県の医療政策として求められる高度医療、救急医療等を提供すると

ともに、医療環境の変化や県民の多様化する医療ニーズに応えるため、病

院が有する医療資源を効果的・効率的に運用し、県内の医療機関等と連携

して質の高い医療を提供する。 

 

（１）診療機能の充実 

北勢医療圏の中核的な病院としての役割を着実に果たすため、高度か
つ先進的な医療機能の充実に取り組む。 

 

ア 高度医療の提供 

（ア）がん 

県がん診療連携準拠点病院として、がん患者の病態に応じた適切な 

医療を提供できるよう院内のがん診療評価委員会（キャンサーボード）

資料３－１ 
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を積極的に活用し、手術、化学療法及び放射線治療を効果的に組み合

わせた集学的治療及び標準的治療を行うとともに、緩和ケアチームに

よる緩和医療を提供する。 

特に、肺がん、消化器がん、婦人科がん、乳がん、泌尿器がん等の

治療体制をより一層充実させ、鏡視下手術等の低侵襲性治療の推進や

放射線治療の強化等を図る。 

併せて、早期に地域がん診療連携拠点病院の再指定を受けられるよ

う、質の高い集学的治療を提供し、新入院患者の受入れに努める。 

また、多様化する患者ニーズに対応するため、がんリハビリテーシ

ョン等、多職種で構成する治療チームの活動強化に努め、地域の医療

機関や県がん診療連携拠点病院である三重大学医学部附属病院をはじ

めとした他の医療機関と連携し、急性期医療から在宅医療まで切れ目

のないがん治療の提供を目指す。 

 

指  標 R2 年度実績 目標（R8 年度） 

がん手術件数（件） ６１０ ６３０ 

化学療法 実患者数（人） ５７１ ５８０ 

放射線治療件数（件） ３，２３４ ４，２００ 

新入院がん患者数（人） １，９１３ ２，１６０ 

 

（イ）脳卒中・急性心筋梗塞 等 

脳卒中・急性心筋梗塞に対応するため、内科系と外科系の診療科

の連携により、高度かつ専門的な診療技術及び医療機器を用いた医

療サービスを提供する。 

脳卒中患者に対する診療については、特に緊急性の高い脳梗塞患 

者にはｔ－ＰＡ（血栓溶解薬）の急性期静脈内投与やカテーテルを

使用した血栓回収療法等を要する治療を積極的に行うとともに、多

職種が参加する「脳卒中ユニットカンファレンス」（脳神経内科と脳

神経外科の連携による症例検討会）を活用し、診療の高度化を図る。 

また、地域の医療機関との病診連携の強化を図り、切れ目のない 

リハビリテーションの提供に努める。 

さらに、脳血管救急疾患に対し迅速な診断、治療を行うほか、頭  

部外傷、脳腫瘍や頸椎・腰椎変形疾患への治療も幅広く対応する。 

急性心筋梗塞患者に対する診療については、緊急カテーテル治療 

に積極的に取り組むとともに、カテーテル治療の困難事例に対して

は、迅速にバイパス手術を実施する体制を整える。 
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また、患者の身体的負担・ＱＯＬ（生活の質）向上に配慮し、冠

動脈バイパス術適応例には、オフポンプ手術での治療を推進する。 

このほか、弁置換術、弁形成術、人工血管置換手術等を含め、患

者の症状に的確に対応したチーム医療による心臓手術・治療を実施

する。 

さらに、県の循環器病対策推進計画に基づき、循環器病を発症し

た患者に対して、速やかに専門的な医療を、効果的かつ効率的に提

供できるよう努める。 

 

指  標 R2 年度実績 目標（R8 年度） 

ｔ－ＰＡ＋脳血管内手術件数（件） 

（血栓回収療法を含む。） 

６３ ６０ 

 

指  標 R2 年度実績 目標（R8 年度） 

心カテーテル治療（ＰＣＩ）＋ 

胸部心臓血管手術件数 

（冠動脈バイパス術、弁形成術、弁置換術、

人工血管置換術、心腫瘍摘出術、心房中隔

欠損症手術） 

２８１ ２８０ 

 

（ウ）各診療科の高度化及び医療水準の向上 

北勢医療圏の中核的な病院として、病院が有する医療人材や高度

医療機器を効果的に活用し、各診療科における医療の高度化を図る

とともに、県内最高水準の医療サービスの提供に努める。 

また、鏡視下手術等における対象領域の拡大及び術者の育成に努 

める。 

さらに、ロボット支援手術、膝関節軟骨移植術等、当院が実施して

いる高度な医療を引き続き提供するとともに、センター化による部

門の横断的な診療体制の継続に取り組むことにより、地域における

医療水準の向上に寄与する。 

 

指  標 R2 年度実績 目標（R8 年度） 

鏡視下手術件数（件） ７９４ ８５０ 
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イ 救急医療 

     三次救急医療の役割を担い、ヘリポート併設の救命救急センターと

して、24 時間 365 日体制で広域的に重篤な患者を受け入れられるよう

必要な医師及び医療スタッフを配置するとともに、適切な病床管理を

行い、引き続き高い応需率の維持と高度かつ専門的な救急医療の提供

に努める。 

 

指  標 R2 年度実績 目標（R8 年度） 

救急患者受入数（人） 

（内 救命救急センター入院患者数） 

９，６１７ 

（１，０３１） 

１３，２００ 

（１，３２０） 

救急搬送患者 応需率（％） ９８．９ ９８．０ 

 

ウ 小児・周産期医療 

地域周産期母子医療センターとして、地域の分娩取扱医療機関等との 

連携を図るとともに、ＭＦＩＣＵ（母体・胎児集中治療室）、ＮＩＣＵ

（新生児集中治療室）及びＧＣＵ（継続保育室）の一層の活用を進め、

ハイリスクの妊婦・胎児及び新生児を積極的に受入れる。 

また、小児医療においては、その特殊性、必要性を考慮し、県全体

の小児医療提供体制の充実に寄与するとともに、地域の医療機関と連

携を図りつつ役割分担を明確にし、内分泌、心疾患、神経疾患等の専

門性の高い疾患に対する小児医療の提供に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ 感染症医療 

第二種感染症指定医療機関としての役割を果たすため、新たな感染 

症等の発生時には、受入病床の確保や検査体制の充実に努めるととも

に、他の医療機関では対応が困難な妊婦などの受入体制を整備し、関

係機関と連携して率先した対応を行う。新たな感染症等の発生に備え、

迅速に対応できる体制の検討や感染症対応の手術室など、施設・設備

の充実を図る。 

指  標 R2 年度実績 目標（R8 年度） 

ＮＩＣＵ利用患者数（人） 

【新生児中治療室】 

１，９５０ １，９７０ 

ＭＦＩＣＵ利用患者数(人） 

【母体・胎児集中治療室】 

１，５５２ １，６４０ 
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また、エイズ治療拠点病院として、ＨＩＶ感染症の治療を行うとと

もに、県内拠点病院との連携を図り、総合的、専門的な医療を提供す

る。 

さらに、三重県感染対策支援ネットワークの運営に協力し、これま

での感染症対策の経験に基づく知識や感染対策の方法等を他の医療機

関と共有することにより、感染症対策の支援を行う。 

加えて、これまでの感染症対策の経験を活かし、院内の「感染防止

マニュアル」及びＰＰＥ（個人防護具）等の資器材の継続的な見直し

を行うとともに、必要に応じて「診療継続計画」に沿った訓練を計画、

実施する。 

 

（２）医療安全対策の徹底 

ヒヤリ・ハットや有害事象に関する事例の情報収集・分析を行い、検

証結果を職員に周知するなど、医療事故の未然防止や再発防止に徹底的

に取り組む。 

手術においては、各症例に適した術式で実施するため、多職種間での

情報共有を図る体制を整える。 

また、院内感染対策については、院内感染対策指針に基づき、感染対  

策チーム（ICT）などの運用により、院内感染を防止し、安心して治療

に専念できる環境を患者に提供する。 

 

（３）信頼される医療の提供 

県民から信頼される病院を目指し、患者ニーズをふまえた最適かつ質 

の高い医療を提供するとともに、診療科目等の充実に努める。 

また、クリニカルパスを着実に運用することにより、治療に関する患 

者の不安の解消に努めるとともに、治療手順の標準化、平均在院日数の

適正化等を図る。 

さらに、検査及び治療の選択における患者の自己決定権を尊重し、イ 

ンフォームドコンセントの徹底及びセカンドオピニオンへの的確な対

応を行う。 

   

指  標 R2 年度実績 目標（各年度） 

クリニカルパス利用率（％） ４３．４ ４０．０ 

 

（４）患者・県民サービスの向上 

患者・県民サービスの向上を図るため、定期的に患者満足度調査を実
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施し、課題等を把握して対策を講じる。  

待ち時間短縮に向けた取組として、オンライン資格確認等のサービス

等の導入を行い、患者のプライバシー確保については、患者の個人情報

を適切に管理するとともに、当院が定める「個人情報の保護に関する基

本方針（プライバシーポリシー）」に沿って、プライバシー配慮につい

て職員への啓発等による意識改革に努める。 

また、相談支援については、退院相談、医療費・医療扶助等の相談の

ほか、引き続き医療・健康に関する情報の提供を行うなど患者相談窓口

の充実を図るとともに、接遇研修の実施などにより職員の意識向上に努

め、利用者の満足度の向上を図る。 

 

指  標 R2 年度実績 目標（各年度） 

患者満足度 

 入院患者（％） 

 外来患者 (％）  

 

９７．３ 

９３．８ 

 

９４．０ 

９２．０ 

 

２ 非常時における医療救護等 

大規模災害発生等の非常時には、県内の医療提供体制を確保するため、災 

害医療の中核的な病院として活動する。 

また、県外での大規模災害発生時においては災害派遣医療チーム（ＤＭＡ

Ｔ）を派遣し災害医療に取り組む。 

 

（１）大規模災害発生時の対応 

南海トラフ地震など大規模災害発生時には、県、国の要請に応じて、災 

害拠点病院として被災患者の受入れや広域搬送拠点臨時医療施設（ＳＣ

Ｕ）業務を行うとともに、ＤＭＡＴ参集拠点病院となり、県内外へのＤＭ

ＡＴの派遣、被災者広域搬送など救護活動を行う。 

また、基幹災害拠点病院として、近隣病院や地域の医師会等の関係機

関と連携した災害医療訓練等を実施するとともに、他の災害拠点病院等

と連携・協力して取り組む体制整備を図る。 

さらに、大規模災害の発生に備え、非常用電源設備などの充実を図る。 

 

 

指  標 R2年度実績 目標（各年度） 

ＤＭＡＴ（災害派遣医療チーム）隊員数(人） ２３ ２３ 
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（２）公衆衛生上の重大な危機が発生した場合の対応 

新たな感染症が発生した場合には、新型コロナウイルス感染症流行時 

の経験を活かし、知事の要請に応じて、県及び市町並びに地域医師会と

連携し、医療提供体制を確保する。 

 

３ 医療に関する地域への貢献 

地域の医療機関等との連携を強化するとともに、医師の派遣等の支援を

行い、地域の医療水準の向上及び医療体制の整備に貢献する。 

また、四日市公害患者に対する治療は、引き続き的確に対応する。 

 

（１）地域の医療機関等との連携強化 

地域医療支援病院として、他の医療機関との連携及び病床機能の分化を

ふまえ、紹介患者の積極的な受入れ及び逆紹介による入退院支援・調整を

行うとともに、地域連携クリニカルパスの活用、高度医療機器の共同利用

やセミオープンベッドの運用等に取り組む。 

また、入退院患者に必要とするサービスが提供されるよう、地域の医

療・介護・福祉サービス事業者と連携して、患者・家族の支援を行う。 

 

指  標 R2 年度実績 目標（R8 年度） 

紹介患者数（人） ８，７８２ ９，５００ 

紹介率（％） ７５．１ ７５．０ 

逆紹介率（％） ９４．４ ８４．０ 

病診連携検査数（件） １，９９４ ２，３００ 

 

（２）医療機関への医師派遣 

    他の医療機関への麻酔科医等の派遣など、地域の医療提供体制の確保 

に貢献するとともに、臨床研修医の育成に努め、医師の確保を図る。 

また、三重県へき地医療支援機構等の要請に応じて代診医等の派遣に

協力する。 

 

４ 医療従事者の確保・定着及び資質の向上 

医療従事者として成長できる魅力的な病院となるよう関係機関と連携し

て教育及び研修の充実を図るとともに、県内の医療水準の向上に向けた医療

人材の育成に努める。 
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（１）医療人材の確保・定着 

院内における指導・研修環境をより一層充実させるため、効果的な研修 

プログラムを策定・実施するなど、研修機関としての機能の充実に取り組

み、県内の医療人材の育成・定着を図る。 

医師については、三重大学等と連携し、診療能力の向上及び診療技術の 

習得に対してきめ細かな支援体制を整え、研修プログラムの内容の充実を

図り、臨床研修医等を積極的に受け入れ、育成する。 

また、後期臨床研修施設としての魅力を向上させるため、専門医制度

に基づいた研修環境を整備し、優れた指導医のもとで豊富な症例を経験

できる体制を整える。 

 

指  標 R2 年度実績 目標（各年度） 

初期及び後期研修医数（人） ４３ ３２ 

 

看護師については、看護キャリアラダーの効果的運用や、専門性の高い

看護職員を中心としたチーム活動を推進することによりキャリアアップ

を目指し、人材育成につなげる。 

また、看護師養成校・大学等との連携を深めることにより志望者の増加

を図り、優秀な人材を計画的に確保することに努める。 

職員の定着を図るため、働き方改革を実現する育児休業制度や介護休

暇等各種制度利用の推進に取り組み、家庭と仕事の両立ができ、働き続

けられる職場作りに努める。 
 

指  標 R2 年度実績 目標（各年度） 

看護師定着率（％） ９３．７ ９２．０ 

 

医療技術職員については、職員一人ひとりの能力や経験等を踏まえ、

学会等が実施する研修等を活用し、専門的な知識及び技術の向上を図る

ことにより確保・定着に努める。 

 

（２）資格の取得への支援 

専門医・認定医、認定看護師等、病院の機能の向上に必要な資格取得

を支援するため、院内の指導・研修体制のより一層の充実を図るととも

に、資格を取得しやすい職場環境を創出する。 

特に、病院機能や看護の質の向上のため、タスクシフトに繋がる特定行
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為研修受講を支援する。 

 

指  標 R2 年度実績 目標（各年度） 

特定行為研修修了者数（人） ０ １ 

 

（３）医療従事者の育成への貢献 

県内医療従事者の育成を図るため、医学生、看護学生等の実習の受入

体制を整備するとともに、臨地実習指導者等の養成に努め、積極的に実

習生を受け入れる。 

また、県内の教育機関や医療機関・福祉施設等から、医療従事者の育

成・教育を目的とした研修会等への講師派遣の要請には、積極的に対応

する。 

特に看護師においては、専門性の高い専門・認定看護師等を積極的に派 

遣し、県内医療従事者の育成に努める。 

 

指  標 R2 年度実績 目標（各年度） 

臨床研修指導医養成講習参加者数（人） ３ ２ 

看護実習指導者養成数（研修修了者）

（人） 

０ ２ 

 

 ５ 医療に関する調査及び研究 

各部門において、臨床研究に積極的に取り組むとともに、研究の成果に

ついては、各種学会等での発表や専門誌への論文掲載を進める。 

また、新たな医療技術への貢献のため、積極的に治験を受託する。 

 

第３ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

医療環境の変化に対応した自律的かつ柔軟な運営体制を維持するとともに、

病院・病床機能に応じた弾力的かつ効率的な業務の運営を行う。 

１ 適切な運営体制の構築 

理事長のリーダーシップのもと、バランス・スコア・カード（ＢＳＣ）

を用いて、全職員がビジョンとミッションを共有するとともに、ＰＤＣＡ

サイクルによる効果的かつ効率的な組織マネジメントを行うことにより、

各部門が専門性を発揮しながら、チーム医療による医療サービスを提供で

きるよう運営体制の改善を図る。 
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２ 効果的・効率的な業務運営の実現 

高度急性期、急性期医療を担う医療機関として、７対１看護基準体制を

維持するとともに、紹介患者及び救急患者の受入れの増加に努める。 

また、医療環境の変化や患者動向に対応して、稼働病床数の見直し及び

病棟の再編を行うなど、効率的な病床の配置及び管理に取り組む。 

さらに、必要となる職員の確保及び柔軟な配置、弾力的な予算執行に努

める。 

加えて、ICTなどのデジタル技術の活用等により、地域の医療機関等との

情報共有や医療の質の向上などを図る。 

 

３ 業務改善に継続して取り組む組織文化の醸成 

全職員が、病院の基本理念及び基本方針を共有し、医療の質の向上及び

経営基盤の強化に向けた業務改善に取り組めるよう診療・経営データや法

人情報等を適時かつ的確に職員に周知し、経営参画意識を高める。   

また、ＴＱＭ活動等により継続的な改善活動に取り組む。 

 

４ 勤務環境の向上 

働き方改革の実現に向けて、時間外労働の短縮や、タスクシフティングの
推進等に取り組む。 

また、職員満足度調査を定期的に実施し、職員の意見や要望、全国比較

により当院の状態を把握し、勤務環境の改善を行う。    

 

指  標 R2 年度実績 目標（各年度） 

職員満足度（点） － ３．３ 

 

 ５ 人材の確保、育成を支える仕組みの整備 

院内研修や職場内研修（OJT）を随時実施するとともに、外部研修への参

加を促進し、職員の意欲向上及び人材育成に努める。 

また、適切な人事管理を目指し、対話を重視した人事評価制度を運用す

るとともに、必要に応じて制度の改善を図る。 

 

 

６ 事務部門の専門性の向上と効率化 

職員の専門性の向上を図るため、財務会計や業務運営、診療報酬制度等 

に関する研修を実施するとともに、病院経営や医療事務等に精通した職員の

計画的な確保、育成に努める。 
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また、継続的な業務改善を行い、効率的な事務運営を図る。 

 

７ 収入の確保と費用の節減 

収入の確保については、高度かつ専門的な医療を提供するとともに、地域

の医療機関等との連携強化を図り、紹介患者及び救急患者の受入れの増加に

つなげることにより、病床稼働率を向上し、安定的な収入確保に努める。 

また、診療報酬の査定率の減少及び診療報酬改定等診療報酬制度への適

正な対応を図るとともに、未収金の発生防止並びに回収対策の強化等に取り

組む。 

費用の節減については、 SPDシステム導入の成果について引き続き検証

しつつ、薬品や診療材料の在庫管理の徹底、診療材料等の共同購入、コンサ

ルタントの活用による材料費の節減、空調設備及びボイラー等の高効率熱源

設備等の導入等により、経常経費の節減を図る。 
 

指  標 R2 年度実績 目標（R8 年度） 

病床稼働率（％） ７２．２ ８９．２ 

  

８ 積極的な情報発信 

  患者や地域との信頼関係を構築するため、広報誌の定期的な発行やホーム

ページへの情報掲示、マスコミ等への情報提供等、多様な広報手段を活用し、

病院の診療及び経営状況に係る情報や地域医療の推進に係る取組を発信す

る。 

また、県民を対象にした一般健康講座や講演会等を開催し、疾病や健康等

に関する専門的な保健医療情報をわかりやすく発信・提供することにより、

県民の医療に関する意識の向上を図る。 

 

指  標 R2年度実績 目標（R8年度） 

ホームページ閲覧数（件） ２３５，７０６ ２４５，０００ 

 

第４ 財務内容の改善に関する事項 

良質で満足度の高い医療を安定的、継続的に提供するとともに、「第３ 業

務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためとるべき措置」で定め

た計画を確実に実施することにより、経常収支比率は 100％以上、医業収支

比率は 87％以上を目指す。 

ただし、地方独立行政法人法に基づき、政策医療の提供に必要な経費につ

いては、引き続き県から負担を受ける。 
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１ 予算（令和４年度～８年度） 

（単位：百万円） 

区分 金額 

収入  

  営業収益  

    医業収益  

    運営費負担金収益  

    その他営業収益  

  営業外収益  

    運営費負担金収益  

    その他営業外収益  

  臨時収益  

  資本収入  

    長期借入金  

 
  

運営費負担金収入 

その他資本収入 
 

  

支出  

  営業費用  

    医業費用  

     給与費  

     材料費  

     経費  

     その他医業費用  

    一般管理費  

  営業外費用  

  臨時損失  

  資本支出  

    建設改良費  

    地方債償還金  

    その他資本支出  
（注１）計数は、端数をそれぞれ四捨五入している。 

（注２）期間中の診療報酬の改定による変動は考慮していない。 

【人件費の見積り】 期間中総額    円を支出する。 

  なお、当該金額は、役員報酬、職員基本給、職員手当、法定福利費及び退職手当の額に相当する。 

【運営費負担金の算定ルール】 

   救急医療等の行政的経費及び高度医療等の不採算経費については、地方独立行政法人法第85条第1

項の規定を基に算定された額とする。 

   建設改良費及び償還金に充当される運営費負担金は、経常助成のための運営費負担金とする。 
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２ 収支計画（令和４年度～８年度） 

（単位：百万円） 

区分 金額 

収入の部  

  営業収益  

    医業収益  

    運営費負担金収益  

    その他営業収益  

  営業外収益  

    運営費負担金収益  

    その他営業外収益  

  臨時収益  

支出の部  

  営業費用  

    医業費用  

     給与費  

     材料費  

     経費  

     減価償却費  

     その他医業費用  

    一般管理費  

  営業外費用  

  臨時損失  

純利益    

（注１）計数は、端数をそれぞれ四捨五入している。 

（注２）期間中の診療報酬の改定による変動は考慮していない。 
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３ 資金計画（令和４年度～８年度） 

（単位：百万円） 

区分 金額 

資金収入  

  業務活動による収入  

    診療活動による収入  

    運営費負担金による収入  

    その他の業務活動による収入  

  投資活動による収入 

     運営費負担金による収入 

その他の投資活動による収入 

  

  

財務活動による収入 

長期借入れによる収入 

その他の財務活動による収入 

 

資金支出  

 業務活動による支出 

給与費支出 

材料費支出 

その他の業務活動による支出 

 

  

投資活動による支出 

  有形固定資産の取得による支出 

 

    その他の投資活動による支出  

  

財務活動による支出 

  移行前地方債償還債務の償還による支出 

  長期借入金の返済による支出 

  その他の財務活動による支出 

 

次期中期目標期間への繰越金  

（注１）計数は、端数をそれぞれ四捨五入している。 

（注２）期間中の診療報酬の改定による変動は考慮していない。 
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第５ 短期借入金の限度額 

 

１ 限度額 

   ２０億円 

 

２ 想定される短期借入金の発生理由 

賞与の支給、運営費負担金の受入遅延等による一時的な資金不足への対

応 

 

第６ 出資等に係る不要財産又は出資等に係る不要財産となることが見込まれ

る財産がある場合には、当該財産の処分に関する計画 

なし 

 

第７ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画 

なし 

 

第８ 剰余金の使途 

決算において剰余金が生じた場合は、病院施設の整備、医療機器の購入、

人材育成及び能力開発の充実等にあてる。 

 

第９ 料金に関する事項 

１ 使用料及び手数料 

病院を利用する者からは、使用料及び手数料として次に掲げる額を徴収 

する。 

 

（１）健康保険法(大正11年法律第70号)第76条第2項、第85条第2項及び第85

条の2第2項、高齢者の医療の確保に関する法律(昭和57年法律第80号)第

71条第1項、第74条第2項及び第75条第2項の規定に基づき厚生労働大臣が

定める算定方法並びにその他法令等により定められた算定方法に基づき

算定した額(消費税法(昭和63年法律第108号)の規定に基づき消費税が課

されるものにあっては、その額に消費税及び地方消費税に相当する額を

加算した額（その額に十円未満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨てる。）)。ただし、診療契約によるものについては、その契約額。 
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（２）以下の表の区分欄に掲げるものにあっては、同表の金額欄に定める額 

 

区分 単位 金額 

１ 診療料（自動車損害賠償保障法（昭

和 30年法律第９７号）の適用のあるも

のに限る。） 

  診療報酬の算定方法に基づく１点の単

価に２．０を乗じて算定した額 

２ 文書料       

   1通につき ６，０００円以下で理事長が定める額、

及び法令等によりその額が定められて

いる場合はその額 

３ 死体検案料     

  イ 死体検案料 1件につき ９，５３０円 

  ロ 死体検案書料 1通につき ３，０３０円 

４ 死体処理料 1件につき ７，５３０円 

５ 洗濯料 1件につき ３１０円以下で理事長が定める額 

６ 分べん料 1件につき ２８０，０００円以下で理事長が定める額 

７ 人工妊娠中絶料 1件につき １７５，０００円以下で理事長が定める額 

８ 新生児管理料 1日につき １０，０００円以下で理事長が定める額 

９ 新生児介補料 1日につき １０，０００円以下で理事長が定める額 

10 乳児介補料 1日につき ６２０円以下で理事長が定める額 

11 予防接種料 1件につき 診療報酬の算定方法により算定した初

診料、注射料、薬剤料等を合算した額

に消費税及び地方消費税に相当する

額を加算した額を基準として理事長が

定める額 

12 その他療養の給付に直接関係のな

いサービス等 

1件につき 実費を基準として理事長が定める額 

13 特別室の使用に係る加算 1日につき １６，５００円以下で理事長が定める額  
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14 非紹介患者の初診及び再診（病床

数が二百以上の病院について受けた

初診及び再診（緊急その他やむを得

ない事情がある場合に受けたものを除

く。）をいう。）に係る加算 

1回につき 診療報酬の算定方法による初診料等

の一部負担金を基準として理事長が定

める額 

15 入院期間が百八十日を超える入院

（厚生労働大臣が定める方法により計

算した入院期間が百八十日を超えた

日以後の入院（厚生労働大臣が定め

る状態等にある者に係るものを除く。）

をいう。）に係る加算 

1日につき 高齢者の医療の確保に関する法律並

びに保険医療機関及び保険医療養担

当規則(昭和 32年厚生省令第 15号)

及び保険薬局及び保険薬剤師療養担

当規則(昭和 32年厚生省令第 16号)

の規定に基づき厚生大臣が定める基

準を基準として理事長が定める額 

16 先進医療に係る手術料 1回につき 実費を基準として理事長が定める額 

 

 

（３）(１)、(２)以外のものについては、別に理事長が定める額 

 

２ 使用料及び手数料の減免 

理事長は、特別の事情があると認めたときは、使用料及び手数料の全部

又は一部を減額し、又は免除することができる。 
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第10 その他業務運営に関する重要事項 

１ 保健医療行政への協力 

  北勢医療圏における中核的病院として、三重県医療計画との整合を図り

ながら、地域の医療機関等との連携・協力体制を強化し、保健医療行政の

取組に対し積極的に協力する。 

   

２ 医療機器・施設の整備・修繕 

医療機器の整備・修繕については、費用対効果及び地域の医療機能の分

化・連携を見据えて、計画的に実施する。 

また、施設の整備・修繕については、既存施設の長期的な有効活用及び費

用の平準化を図るため、計画的に実施するとともに、大規模災害や公衆衛生

上重大な危機の発生に備え、適切な施設管理に努める。 

さらに、大規模災害の発生に備え、非常用電源設備などの充実を図る。 

 

３ コンプライアンス（法令・社会規範の遵守）の徹底 

県民に信頼され、県内の他の医療機関の模範となるよう、医療法をはじめ

とする関係法令及び社会規範を遵守する。 

また、コンプライアンスの徹底のため院内研修等を積極的に行い、関係学

会の示すガイドラインや診療報酬制度等を正しく理解し、医療倫理の堅持に

努める。 

さらに、リスクの把握や分析を行い、内部監査等を実施することにより、 

適正な業務執行に努める。 

 

４ 業務運営並びに財務及び会計に関する事項 

（１）施設及び設備に関する計画 

 

施設及び設備の内容 予定額 財源 

病院設備、医療機器等

の整備 
６，５６６百万円 

設立団体からの長

期借入金等 

 

（２）積立金の処分に関する計画 

  前期中期目標期間繰越積立金については、病院施設の整備、医療機器の

購入、人材育成及び能力開発の充実等に充てる。 

 

（３）その他法人の業務運営に関し必要な事項 

    なし 


